
より持続性の高い農法への転換に向けて（栽培暦の見直し）

１ｓｔ

ステップ

２ｎｄ

ステップ

３ｒｄ

ステップ

肥料や農薬を過剰に使用していませんか。

他の産地で実践されている技術を導入してみませんか。

先端技術も活用し、より高度な取組を実
践してみませんか。

➢ 土壌の養分の蓄積などを考慮せず、化学肥料の画一的な施用

➢ 病害虫の発生状況を考慮せず、作物の生育スケジュールどお
りに化学農薬を使用した防除 等

経済性や生産性を確認しながら、技術の導入を検討

➢ 天敵や防虫ネット等を活用した防除技術
➢ 局所施肥、可変施肥などの施肥技術 等

開発されて間もない先端技術の導入を検討

➢ ワクチン接種苗によるウイルス病予防
➢ 天敵を活用した環境保全型防除体系

(表紙)

○ 各産地における栽培マニュアル、栽培暦、防除暦等の栽培に係る指針・基準について、より持続性の高い農法
への転換に向けて、地方公共団体、農業者が組織する団体をはじめ、これらの指針・基準を有する組織が、経済
性や生産性に留意しつつ、環境負荷の低減を図る観点から点検を行うためのチェックポイントを作成。

現行農法や栽培暦について、１stステップ、２ndステップのポイントで点検
しつつ、３rdステップでは、技術カタログで導入可能な技術がないか確認し
てみましょう。

さいばいごよみ
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〇 水田農業においては、稲、麦、大豆等の輪作により連作障害や病害虫を抑制し、一体的に取り組むことが効果的。
〇 水稲の持続可能な栽培体系においては、積極的な土づくりや適切な水管理等による、化学肥料や化学農薬の低減が不可欠。

○ 代かきによる雑草抑制

【参考情報】
水田からのメタン発生抑制

中干し期間を慣行農法より１週間
程度延長することで、水田からの
メタン発生を３割程度削減

収穫栽 培 管 理
病 害 虫 防 除除 草播種・育苗・移植施肥・耕起

代かき作業

○発生予察情報の活用

メッシュ農業気象データシステム
（農研機構webサイト）等を活用し、
病害虫の発生を予察

メッシュ気象に基づく
発病リスク分布

○ 土壌診断
pHや養分バランス等を測定し、
土づくり・施肥設計に活用

（生育障害の発生を予防）

○ 土づくり・施肥

・稲わらのすき込み、堆肥投入、緑
肥の導入等の適切な管理により、
養分の補給、土壌の物理性や生
物性の改善

・化学肥料の使用
（ペースト肥料の使用や土壌診断をもとに
不足する成分のみを化学肥料で補うこと
で、化学肥料の投入量を低減）

ペレット堆肥

○ 種子消毒による病害防除

薬剤や温湯による種子消毒
（ばか苗病、苗立枯病等を抑制。健全種子
の使用や温湯種子消毒により化学農薬
の使用回数の低減が可能）

温湯種子処理機
による消毒作業

○ 深水管理
苗移植後の適切な深水管理
（水深10cm程度を維持することで、

ノビエの除草に有効）

ICTセンサーを活用
した深水管理

○ 病害虫の適期防除

・発生予察に基づく化学農薬の使用
（紋枯病、縞葉枯病等の病害やカメムシ類、

トビイロウンカ等を防除）

・有機JAS規格で使用が許容され
る薬剤の使用

（化学農薬の散布を難防除病害虫に絞ること
で、化学農薬の使用回数を低減）

土
づ
く
り
・施
肥

中
干
し

収
穫

落
水

ほ
場
準
備

育
苗

田
植

種
子
予
措
（消
毒
）

最高分げつ期

病
害
虫
防
除

代
か
き

除
草

追
肥
（穂
肥
）

深
水
管
理

活着期 分げつ期 幼穂形成期 穂ばらみ期 出穂開花期 登熟期

土
壌
診
断

除
草

畦
畔
除
草

茎 数

草 丈

土
壌
改
良
資
材

秋
耕

田植え前の除草、水深確
保のための均平度向上
（ヒエ類が多いほ場では、複数回
実施）

○ 乾燥・貯蔵

できるだけほ場乾燥させ、
省エネに取り組む
（GHGの発生抑制）

○ 色彩選別機の活用

色彩選別機により被害粒
を除去し、品質を管理

○コンバイン等による収穫

○ 適切な除草による病害虫防除

水田内外の雑草の適切な除草
（カメムシ類の侵入を抑制するため、畦畔除草は出穂10日前までに実施）

【参考情報】
直進アシスト田植機による
労力軽減

生
産
工
程

持続的な農業生産の技術体系（水稲）（持続性の高い農法の例）
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化学農薬の使用量低減にも資する総合防除の推進（イメージ）

スクミリンゴガイ（ジャンボタニシ）
 近年の暖冬の影響により越冬数が増え、従来の化学農薬によ

る防除で抑えきれず、被害が拡大。
 2020年は31府県、2021年は33府県で発生を確認。

リンゴ黒星病
 化学農薬に依存した防除により、一部の地域において複数

の殺菌剤に対する薬剤耐性菌が発生。
 りんご主産県において、2015年頃から発生を確認。

総合防除の内容 総合防除の内容
【予防】
・冬季の耕うん
・冬季の水路の泥上げ
・収穫後（秋季）、又は、苗移植前（春季）の石灰窒素施用
・取水口や排水口への網の設置
・食害を受けにくい中苗又は成苗の移植

【判断・防除】
・ほ場観察により発生密度が一定以上
の場合は、以下の防除を実施
－成貝の捕殺、卵塊の除去
－水深４cm以下の浅水管理

（移植後の３週間）
－適期の薬剤散布 等

【予防】
・春先の越冬落葉のほ場外への持出し、又は、すき込み等による処分
・健全な苗木、穂木等の利用

【判断・防除】
・発生予察やほ場観察に基づき、以下の防除を実施
－病斑部（枝・葉・果実）を速やかに除去し、

ほ場周辺に残さないように適切に処分
－適期の薬剤散布
－化学農薬の使用時は、同一系統の薬剤の
 連続使用を避け、薬剤耐性菌の発達を回避

耕うんにより地表
に現れた貝

冬期耕うんによる
破砕

 化学農薬のみに依存しない総合防除の推進が不可欠

○ 令和４年４月に成立した改正植物防疫法により、化学農薬のみに依存しない、発生予防を中心とした
「総合防除」を推進する仕組みを構築。「総合防除基本指針」を令和４年11月に公示。

幼果の病斑
※写真は山形県のHPより引用※写真は大分市のHPより引用
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有機農業の取組拡大に向けて

昨年４月に設立された同
コンソーシアムは、生産、流
通、加工の各事業者から
なり、会員が118まで拡大。
（本年1月時点）

オーガニックビレッジの創出 有機農業を学べる場の拡大

有機JAS規格改正を受けた有機酒類の取組状況

有機加工食品の取組拡大

〇 地域ぐるみで有機農業の拡大を実践する 「オーガニックビレッジ」は、現在43道府県92市町村まで拡大。2025年目標として
掲げる100市町村の前倒しでの達成や、2030年の200市町村までの拡大を目指す。

〇 各地の農業大学校や都道府県が支援する施設などで有機栽培技術を習得できる環境が拡大。
〇 JAS規格の対象に有機酒類が追加され、国内30製造事業者がJAS認証を取得。カナダ（令和５年８月）及び台湾（本年１

月）と有機酒類の同等性が発効。 
〇 有機加工食品の民間団体を中心に取組が活発化。

〇 （一社）日本有機加工食品コンソーシアムは、有機加工品（パン等）の更
なる拡大に取り組むとともに、産地・実需間の需給調整の仕組みや国
産有機原料の活用を発信する取組を試行導入するなど、本格的に活
動を開始。

・産地と実需の需給調
整を行い有機加工食品
の拡大を図る。

・国産有機原料の使用
を発信するマークを作成。

〇 令和4年10月に有機加工品JAS規格が改正され、有機酒類が追加さ
れたところ、これまでに３０事業者が認証を取得し、輸出拡大にも意欲。

〇 カナダ（令和５年８月）及び台湾（本年１月）との同等性が発効。その他
の国とも交渉中。

製 品：有機ワイン
製造量：460L
販売先：ECサイト、小売店
輸出先：―

製 品：有機日本酒
製造量：19,950L
販売先：百貨店、ECサイト
輸出先：アメリカ、EU

 マンズワイン㈱（長野県小諸市） 玉乃光酒造㈱（京都府京都市）

※製造量は有機のみ（直近の1年）

【有機JAS認証を受けた酒類の例】

〇 全国各地で、有機栽培技術を修得できる環境が拡大。
・ アグリイノベーション大学校（関東・関西）
・ 農の学校（兵庫県）
・ とくしま有機農業サポートセンター（徳島県）
・ アグリガーデンスクール（福岡県）
・ 山都町有機農業サポートセンター
（熊本県）

・ 綾オーガニックスクール（宮崎県）

オーガニックビレッジ全国集会

〇 関心のある市町村等が一堂に会し、首長から取組
経緯や創意工夫などを報告いただく「オーガニック
ビレッジ全国集会」を令和４年度に開始。農業者や農
協、地方自治体など1,000名以上が参加。

〇 坂本大臣ご出席のもと、１月15日（月）に開催。

テーマ：スマート技術の導入による省力的な生産や
大規模な面積拡大への挑戦！ など

本年の様子
（R６.１.15開催）

【全国指導団体】
・ 民間稲作研究所（栃木県）
・ ジャパンバイオファーム（長野県）
・ 自然農法国際研究開発センター（長野県）
・ MOA自然農法文化事業団（静岡県）
【都道府県】
・ 有機農業指導員（31府県） 735名

技術の指導 技術の習得 【大学】
・ 群馬県立農林大学校
・ 埼玉県農業大学校
・ 島根県立農林大学校

【地域の学びの場】
・ とやま有機農業アカデミー（富山県）
・ 農業経営者育成学校「SEADS」（山形県）

2022年度 55市町村 2023年度 92市町村

12府県 37市町村
 で新たな取組が開始

■ １ 市町村
■ ２ 市町村 
■ ３ 市町村
■ ４ 市町村
■ 5 市町村～

: 2022年度から開始

: 2023年度から開始

富山県富山市 （水稲・エゴマ）

付加価値の高い有機加工品の開発！

長野県松川町 （水稲・野菜・果樹）

有機農業を通じた農地の継承！

販路拡大に向けた加工品の開発！

北海道安平町 （水稲・大豆）

宮崎県綾町 （水稲・野菜）

有機農業を学べる学校を開校！

生産の効率化による有機農業の拡大！

鹿児島県南種子町 （水稲・野菜）

有機農業が実践しやすい地域づくり！

徳島県小松島市 （水稲）
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